


  平成２７年度の一般会計の現予算額と執行状況（いずれも前年度からの繰越分を
含みます。）についてお知らせします。
  下表の予算額は、当初予算額12,220,000千円に前年度からの繰越分、補正予算の
額等を合算したものとなっています。この額は、今後１２月・３月の定例市議会の
議決等により変更となる可能性があります。
  また、９月３０日現在における予算の執行率は、歳入が42.7％、歳出が32.9％と
なっています。

人  口 30,167  人 131  千円

世帯数 12,864  世帯 308  千円
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100,984
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1,600,943

1,690,439

1,689,566

33,401

56.0

52.7

27.4

市民１人当たり負担額（予算額に対して）

予  算  額

1,919,981

305,183

661,264

383,908

１世帯当たり負担額（予算額に対して）

支 出 済 額

地 方 譲 与 税 等

地 方 交 付 税

国 ・ 県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料 等

0

662,502

3,645,601

12

186.4

649,414

（単位：千円）

平成２７年度一般会計執行状況
（平成27年9月30日現在）

財 政 事 情 の 公 表

款

3,957,574市 税

予  算  額

議 会 費 202,154

繰 入 金

予算額対比(％)款

歳                          出

繰 越 金

市 債

歳  入  合  計

715,447

消 防 費

歳  出  合  計

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

諸 支 出 金

商 工 費

土 木 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

1,407,029

4,032,573

（人口・世帯数は平成27年9月30日現在）

（単位：千円）

1,950,400

14,521,436

市民１人当たり・１世帯当たりの市税負担額状況

6,202,316

0.0

42.7

0.0

歳                          入

予算額対比(％)

2,411,846

860,191

収 入 済 額

2,229,097

371,332

35.5

56.3
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  平成２６年度の一般会計の決算状況（前年度からの繰越分を含みます｡）について
お知らせします。
  前年度決算額(歳入13,523,488千円 歳出12,737,615千円)と比較すると、歳入では
1.0％の減、歳出では0.5％の減となっています。

人  口 30,167  人 134  千円

世帯数 12,864  世帯 313  千円

 千円
 千円

内 訳  千円
 千円
 千円

4,163

820,906

4,037,065

翌 年 度 繰 越 額 532,945

諸 支 出 金 100,984 100,984

繰 越 明 許 費 繰 越 額

27,275

88.6

1,680,050

事 故 繰 越 し 繰 越 額
115,482

96.2

継 続 費 逓 次 繰 越 額
歳入歳出差引残額（翌年度へ繰越） 715,447

12,673,174

62,857

95.4

801,104

254,888

238,851 97.3

99.0

83.7

92.9

92.9

91.6

0.0

1,550,344

76,105

1,702,796

0

88.3

39.9

99.4

100.0

13,830,725

245,427

1,746,623

926,717

1,756,135

190,635

1,712,595

2,488,242

814,056

862,572

267,288

1,458,298

4,344,711

13,830,725

785,872

941,971

785,872

189,526

1,220,555

92.4

115.7

100.0

79.0

2,299,718

歳                          出

款

3,989,789

542,860

2,660,691

市 税

予  算  額

101.0

99.1

106.0

収 入 済 額

（単位：千円）

平成２６年度一般会計決算状況
（平成27年5月31日現在）

歳                          入

予算額対比(％)

4,029,159

537,706

2,819,186

予  算  額 支 出 済 額

地 方 譲 与 税 等

地 方 交 付 税

国 ・ 県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料 等

1,013,000

13,388,621

予算額対比(％)款

消 防 費

歳  出  合  計

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

議 会 費 191,465

歳  入  合  計

（人口・世帯数は平成27年9月30日現在）

96.8

市民１人当たり・１世帯当たりの市税負担額状況

商 工 費

土 木 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

（単位：千円）

1,281,800

市民１人当たり負担額（決算額に対して）

１世帯当たり負担額（決算額に対して）

繰 入 金 1,267,415 962,009 75.9

繰 越 金

市 債
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　市税収入の平成26年度決算額については、市民税等の減額により前年度より約1億1百万円の減
(△2.4%)となり、６年連続の減少となりました。
　地方交付税については、普通交付税約1億3千1百万円の減、特別交付税約3千5百万円の減、震災
復興特別交付税約1億4千3百万円の増となり、全体では2千2百万円の減（△0.8%）となりました。

　施設建設、道路や河川改良等のための投資的経費の平成26年度決算額については、前年度より
約5億2千4百万円の増（33.7％）となりました。普通建設事業費は、公営住宅避難設備整備事業の
増、災害公営住宅整備事業の増（平成25年度繰越分含む）、高萩中学校校舎耐震補強・改修事業
（平成25年度繰越分）の増等により約5億5千6百万円の増（38.6％増）。災害復旧事業費は、東日
本大震災に係る災害復旧事業の約3千2百万円の減（△28.1％）となりました。
　第三セクター等改革推進債の償還等、今後も厳しい財政状況が続きますが、定住・移住人口の
確保＝少子化対策を最優先とし、「事業の見直し」と「事業の再構築」の徹底を図り、真に緊急
性・必要性の高い事業から取り組んでいきます。
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  市、日立・高萩広域下水道組合、高萩・北茨城広域工業用水道企業団の長期借入金
の残高をお知らせします。（事務組合と企業団については高萩市負担分）
  前回公表時（平成27年3月31日現在 合計25,241,288千円）と比較すると、全体で
612,750千円の減となっています。

人  口 30,167  人 市民１人当たり借入金残高 816 千円

世帯数 12,864  世帯 １世帯当たり借入金残高 1,915 千円

借  入  金  現  在  高  状  況
（平成27年9月30日現在）

14,708,006

高 ・ 北 工 水 企 業 団

区　　　分

上 水 道 事 業

配水施設整備、薬品注入設備改良

2,260

日 ・ 高 下 水 道 組 合

446,567

2,313,459

1,866,892

7,183,510

421,303

合       計

小山ダム建設負担金、配水施設整備

（人口・世帯数は平成27年9月30日現在）

24,628,538

秋山菖蒲霊園整備

市民１人当たり・１世帯当たりの借入金現在高の状況

霊 園 事 業

工 業 用 水 道 事 業

下水道処理施設整備

小山ダム建設負担金

企 業 会 計

（単位：千円）

特 別 会 計 2,260

現　在　高 主 な 内 容

一 般 会 計 第三セクター等改革推進債、新都市開発整備事業用地取得
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方自治体が財政の健全
性を判断するための指標（健全化判断比率）及び公営企業ごとの経営状況を明ら
かにする指標（資金不足比率）の公表が義務付けされました。
　高萩市の平成２６年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率をお知ら
せします。

健全化判断比率項目 平成２６年度数値 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － 13.97% 20.0%

連結実質赤字比率 － 18.97% 30.0%

実 質 公 債 比 率 15.4% 25.0% 35.0%

将 来 負 担 比 率 114.8% 350.0%

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字がないため算定されません。

平成２６年度数値 経営健全化基準

－ 20.0%

－ 20.0%

※資金不足比率については、上記各会計に資金不足がないため算定されません。

（１）早期健全化基準とは

　　　健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合、「早期健全化段階」とな

　　ります。いわばイエローカードともいうべき段階で、個別外部監査を受けることと「財政健

　　全化計画」の策定が義務付けされ、国・県に対して報告義務を負います。

（２）財政再生基準とは

　　　健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上となった場合、「財政再生段階」となりま

　　す。いわばレッドカードともいうべき段階で、「財政再生計画」の策定が義務付けされ、総

　　務大臣の同意を得なければ、地方債の発行が出来なくなります。

（３）経営健全化基準とは

　　　早期健全化基準に相当するもので、公営企業会計の資金不足比率がこの基準以上となった

　　場合、経営健全化計画の策定が義務付けされます。

（４）実質赤字比率とは

　　　一般会計等の赤字額の標準財政規模に対する割合を表します。

（５）連結実質赤字比率とは

　　　特別会計を含む全会計の赤字額の標準財政規模に対する割合を表します。

（６）実質公債比率とは

　　　一般会計等が負担する借入金の元利償還金等の標準財政規模に対する割合を表します。

（７）将来負担比率とは

　　　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合を表します。この

　　比率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う必要がありますので、今後の財政運営

　　が圧迫される可能性が高くなります。

（８）資金不足比率とは

　　　公営企業会計ごとの赤字（資金不足）額の事業規模に対する割合を表します。

（９）標準財政規模とは

　　　地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を表します。
　

水 道 事 業 特 別

工 業 用 水 道 事 業

健　全　化　判　断　比　率

資　金　不　足　比　率
特 別 会 計 の 名 称
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  市の財産の保有状況をお知らせします。
  ただし、（１）土地及び建物と（２）山林については面積での表示となっています｡

（１）土地及び建物 （２）山    林

㎡ ㎡ ㎡

（３）有価証券

円

（４）出 資 金

円

（５）基    金

円

㎡

円

東日本大震災復興交付金管理基金 現    金 688,956,817

積
　
立
　
基
　
金

特
定
目
的
基
金 12,301,747

国保支払準備基金 現    金 337,926
4,697,854

区 分

14,950,000

区    分

51.369.13 その他の権限によるもの

761,046.00

現 在 額

240,728.48

383,901.71

面    積

区    分

貸 付 金

土地の権利区分

1,251,736

761,046.00

557,860,000出 資 金

財  産  に  関  す  る  調
（平成27年9月30日現在）

株 券

所 有

区    分 土 地（地籍） 建 物（延面積）

48,938.94

909.62

3,438.21

債    権

雑 種 地

宅    地

山    林

現    金

田 ・ 畑

公    道

現    金

現    金

現    金

有価証券

現    金

164,300.00

―

33,183.21

分 収

現 在 額

現 在 額

744,779,257

22,697,837
庁舎建設基金

雑 種 地

田

51,575.00

宅 地

364,355,972

現    金

現    金

現    金

現    金

山 林

原 野

57,380.92

22,312.20

現    金

学 校

公営住宅

公 園

834,183,532

―

177,702.52

墓 地

288,722.08

94,512.71

本 庁 舎 6,287.76

公
共
用
財
産 その他の施設

消防施設その他の
行政機関

10,739.29

7,667.97

26,866,251

238,222,177

822.83

166,537,172

20,510,862

34,703,384

不
 
動
 
産

203,630,656

838,357

現    金

建    物

現    金学校施設建設基金

高額療養費貸付基金
3,000,000

0

517.39

原    野

839,717

定
額
運
用
基
金

現    金

財政調整基金

減債基金

地域振興基金

文化振興基金

地域福祉基金

現    金

ふるさと水と土保全対策基金

霊園管理基金

東日本大震災復興基金

土地開発基金

土地開発公社経営健全化基金 275,875

債    権

現    金

補    償

介護給付費準備基金

北部衛生センター最終処分場維持管理基金
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  平成２７年度の特別会計の現予算額と執行状況（いずれも前年度からの繰越分
を含みます。）及び平成２６年度の決算状況（前年度からの繰越分を含みます｡）
についてお知らせします。

（単位：千円）

予  算  額 収入済額 支出済額

（単位：千円）

予  算  額 収入済額 支出済額

4,200 8,433 2,409

霊 園 事 業 8,700 12,053 6,029

秋 山 菖 蒲 霊 園 事 業 勘 定 4,500 3,620 3,620

高 萩 霊 園 事 業 勘 定

1,779

2,503,103

国 民 健 康 保 険 事 業 3,430,175 3,415,277

介 護 保 険 事 業 2,384,812

2,376,2702,505,298

295,155 294,642

2,731,487

3,477,235

16,261,751

294,591

2,511,865 2,514,126

計 6,292,955 6,250,996 6,100,709

平成２７年度特別会計執行状況

14,190

会        計        別

霊 園 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

8,762

4,600

997,717

11,494

1,111,160

1,518,5083,801,386 1,642,981

3,564

9,219

2,557,175

304,000

3,475

1,785

9,590

2,275

9,585,000 4,080介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定

秋 山 菖 蒲 霊 園 事 業 勘 定

高 萩 霊 園 事 業 勘 定

保 険 事 業 勘 定

8,828

2,764,843

（平成27年5月31日現在）

計

保 険 事 業 勘 定

平成２６年度特別会計決算状況

会        計        別

介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 8,542

（平成27年9月30日現在）

介 護 保 険 事 業 12,142,175 1,115,240 1,001,192

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 119,601 83,750
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  平成２７年度の企業会計の現予算額と執行状況（いずれも前年度からの繰越分
を含みます。）及び平成２６年度の決算状況（前年度からの繰越分を含みます｡）
についてお知らせします。

（単位：千円）

予  算  額 収入済額 予  算  額 支出済額

（単位：千円）

予  算  額 収入済額 予  算  額 支出済額

計

計

1,245,324

246,401

1,491,725

（平成27年3月31日現在）

705,711

1,235,479

上 水 道 事 業

1,679,500

工 業 用 水 道 事 業 252,285

984,434

1,464,794 1,112,242

224,083

888,159

337,468

1,212,509

251,045

平成２７年度企業会計執行状況

125,370 301,065 131,525

収        入 支        出

574,186537,665 1,269,159

1,342,032

（平成27年9月30日現在）

663,035 1,570,224

上 水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

平成２６年度企業会計決算状況

収        入 支        出

－８－
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